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廣瀬幹好
近年わが国において，新「日本的経営」論ともいわれる動きが勢いをえて
いる。 1970年代後半から80年代初期にかけての一時期，アメリカでは， 日本
的経営を礼賛するプームがあった。これは，日本の経済パフォーマンスの高
さを背景に，アメリカの経営スタイルの弱点を指摘しこれを克服することを
ねらいとしていた。だが，その内容展開は多岐にわたっており，この状況を
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(1) 
ある論者は， "JapaneseManagement Theory Jungle"とネーミングした。
80年代の後半になって，わが国において日本的経営の議論が活発化してき
た。また，その論調も変化してきた。それまでは，なぜ日本が優れた経済パ
フォーマンスを実硯しえたのかについて，日本の特殊性，とりわけ協調的な
労使関係の存在が主に注視されていた。しかし， 80年代の後半以降，日本企
業は，急激な円高基調を背景に急速な海外展開を開始した。特に，自動車や
電機産業を中心に。日本企業のマネジメント・スクイルがアメリカやヨーロ
ッパのマネジメント・スクイル，とりわけアメリカのそれと触れ合い，また
影響を与え，同じ風土のもとで比較されるようになった。それらの地域にお
いても，日本企業のバフォーマンスは上々だった。日本企業もアメリカ企業
と同じ環境の場で活動しているのに，なぜに日本企業のパフォーマンスがア
メリカに比べて上出来なのかが本格的に問われ始めたのである。この段階に
至って，日本的経営を国際的視野で論じる条件が整った。日本国内で活動し
ている日本企業のパフォーマンスの良さと，アメリカで活動しているアメリ
カ企業のパフォーマンスの相対的な低さを比較するのでなく，同じ土俵に上
がった両者の比較が可能となった。
日本的経営の優秀さについての議論の焦点は生産の場に向けられた。作業
組織の環境適応性，すなわちフレキシビリティが，日本企業のハイ・バフォ
ーマンスの秘密だとみなされるようになった。そこでは，情報効率性とイン
センティブ効率性という問題が一つの重要論点を形成しているように思われ
る。つまり， ヒエラルキー型の欧米マネジメント・スクイルと対比した場
合，日本のマネジメント・スクイルが情報ならびに労働者に対するインセン
ティプの点で効率的だという論調が勢いを得ているのである。しかも，この
日本的スクイルが欧米においても十分に適用可能であり，したがって普遍性
を持っている，さらにいえば日本的スタイルが欧米スクイルのより進んだも
のだ，との主張にまで至る論者も少なくない。そのような人々は，今日では
日本企業は単に結果としての生産性だけでなく，結果をもたらすマネジメン
(1) Key, J.B. and T.R. Miller (1984, April), pp.342-53. 
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トに関しても欧米企業を乗り越えた，と考えているのである。そこまで言わ
ないにしろ，少なくとも日本のマネジメントが欧米のそれと比べて優秀な側
(2) 
面を数多く持っている，と考えている人々は数多く存在するであろう。
従来，日本企業の生産性の高さを，つまりは日本的経営の高い成果を労使
関係の良好さ（その評価は別にして）に帰するのが伝統的な説明であった。
だが今日では，人事・労務という視野をこえて，マネジメント全体としての
わが国企業の欧米とりわけアメリカ企業との比較に焦点が当てられてきてい
る。このように良好な業績をわが国特有な労使関係にでなく，マネジメント
(3) 
・スクイルの比較に求めるに至ったのはごく最近のことである。
既述のような80年代後半から続いている日本企業の急激な海外進出とその
高い業績と軌を一にした，日本的経営の先進性（＝普逼性）を強調する論調
は，今後も日本企業のハイ・パフォーマンスが持続するかぎり，より一層活
発になってくるであろう。また，普遍性をめぐる議論を質量ともにさらに高
めて行くことは重要であろう。だが，日本的経営について従来積み重ねられ
てきた批判的研究を軽視して時流に染まり，その先進性を抽出することにの
み眼を疑らすという安易な姿勢は，厳に戒められねばならない。
本稿においては，情報効率的である日本的生産システムが同時に労働者の
積極的な創意を引き出すシステムであり，このシステムが欧米モデルに比ペ
て民主的で先進的であり普逼性をもつ，と主張する最近の論調を紹介しつ
っ，その主張のはらむ問題点についてコメントを付することにしたい。
(2) 下川浩ー は， トヨタシステムとフォードシステムの綿密な比較に基づき， トヨ
クシステムがフォードシステムと全く異質なものではなく，効率的生産という根
は同じくしながらも，その発展的な形態である点を歴史的な視点から指摘してい
る（下川浩一 (1990))。土屋守章も，アメリカ的大量生産体制が根本的に行き詰
まっており，これに代わり得るものを模索する必要性を指摘している（士屋守章
(1990))。
また， 1990年度の「経済白書」がその論点を技術開発力に絞りつつも，日本的
経営の先進性を論じているという事実が，それを証拠だてている。
(3) その最も代表的業績は，加護野・野中・榊原・奥村 (1983)である。
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I 日本の生産システム
1. 情報効率性
日本企業は生産の場で非常に効率性が高いといわれている。詳細なフィー
ルドワークに基づいて，小池和男は「めざましい効率の根拠は，明瞭に職場
(4) 
のソフトウェア技術，すなわち生産労働者の技能であることがわかった」と
して次のように断言する。つまり，日本の生産現場の労働者たちは機械の構
造や生産の仕組みについて熟知しており，どこでどうしてトラプルが起こっ
たかについての原因推理能力という知的熟練を持っているから，異常に対し
て的確に対応できるのである。だから，会社への忠誠心や特異な勤労観とい
った特殊文化的な要因が日本企業の高い経済効率を生み出しているのではな
い。
このように消費者需要の多様性がもたらす変化やトラブルに生産システム
を伸縮的に適応させる能力（これをフレキシビリティというが）に関して日
本企業は優れているといわれているが，この生産システムのフレキシビリテ
ィは，市場の変動に対して情報効率性が高いと言い換えることができる。
青木昌彦は情報処理システムの西洋モデルと日本モデルを対比して，次の
ように述べている。規模の経済性が利点を持つような市場技術的環境のもと
では，中央集権的な意思決定と作業調整（青木の用語では，ヒエラルキー的
な意思決定とコーディネーション）に示される西洋型情報処理システムが効
率的であった。だが，なんらかの理由で規模の経済性が作用せず，市場変動
に対して伸縮的ですばやい適応が要求されるとき，西洋型情報処理システム
の効率性は問題含みとなる。この点もう少し詳しく青木の説明を聞こう。
青木の定義する西洋モデルは次のような特徴をもつ。
「(1) それぞれの構成単位は明確に定義された「専門的」機能のもとに
結集している。
(4) 小池和男 (1990,August), p. 33. 
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(2) それぞれの構成単位はそれにたいし報告の義務をもつ，一つの，
そしてただ一つの直接的な上司をもち，またいかなる二つの構成単
位間のコーディネーションも，彼らに共通な上司を通じてなされ
る。
(3) すぺての単位にたいして上司であるようなたった一つの単位（す
(5) 
なわち中央機関）が存在する」
スケール・メリットが存在するもとでは，標準的な商品を数多くの消費者
が需要するという大量消費市場にたいして生産が行われる。そこでは，市場
における需要動向も予測可能であり，市場喋境の変化にたいして在庫パッフ
ァーを調整することによる中央での集中的生産計画によって，西洋システム
で十分に対処可能であった。
だがこの条件がなくなると，需要変動にたいして在庫調整による生産調整
はコストが非常に高くなる。また，作業組織を変化の激しい市場需要に伸縮
的かつすばやく適応させる上で，厳密な専門化が適さなくなる。さらに，青
木の指摘する次の点は特に重要だと思われる。
「情報と意思決定の集中化は，ショックを知覚した時点から，オペレー
ショナルな適応を実行するまでの期間，コミュニケーション過程にお
ける雑音やクイム・ラグにさらされることになる（たとえば，変動す
る市場条件にかんする情報は，最初販売部門によってスクリーンさ
れ，次に生産企画室へ伝達され生産計画へと変換されなければならな
い。生産計画はしかるのちに，行程管理室を通じてそれぞれの職場へ
と分解されて伝達される）。 もし中間生産物のフローが生産企画室に
よってコントロールされるならば，それぞれの構成単位のインクーフ
ェースにおいて利用可能な有用な現場知識（たとえば中間生産物の質
であるとか，配達の時間に影響を与えるような事態などにかんする）
(6) 
は，利用され尽くしえないということがあるだろう」
(5) 青木昌彦 (1989),p. 29. 
(6) 同上， p.33.
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以上の西洋モデルと対比される，市場伸縮的で情報効率的な日本モデルと
してよく例示されるのは，周知のカンバン・システムである。青木はこれを
情報効率面から取りあげ，「半水平的な作業のコーディネーション」として
特徴づけている。つまり，作業の調整が中央集中的＝垂直的に行われるので
なく，下部に調整権限がおろされているシステムだと把握しているのであ
る。
カンパン・システムにおいて，暫時的な生産計画が規則的に中央生産企画
室によって作成されるが，この計画は各職場にたいしての一般的なガイドラ
ィンにすぎず，現実の市場情報の変化に応じて迅速に生産スケージュールは
調整されるようになっている。さまざまな品種にかんする個別的需要の発生
する現実の市場により近い職場（下流）からの情報が，注文書（＝カンバ
ン）によって川の流れとは逆に，外部の部品供給業者も含めた生産の場によ
り近い職場（上流）へと，順次すばやくかつ正確に流れるのである。
「半水平的な作業コーディネーションの基木は，変化する市場需要にか
んする情報を直接に生産システムに伝達し，集権的なオフィスの介在
(7) 
なしにそれを必要に応じ，多数の構成要素に伝播することである」
以上のように情報効率的な生産システムが有効に機能するためには，局所
的緊急事態が生じた場合にそれを速やかに処理する体制を必要とする。作業
組織の柔軟性，職務柔軟性（ジョプ・フレキシビリティ）という問題である。
2, 作業組織の柔軟性
局所的緊急事態，つまり生産硯場での緊急事態をすばやく処理するには，
「機械の構造や生産の仕組みについて熟知しており，どこでどうしてトラプル
(8) 
が起こったかについての原因推理能力という知的熟練」を各労働者が身につ
けていなければならない。職務区分が厳密でない，つまり曖昧かつ流動的だ
という作業組織上の特徴によって， 日本企業はこれを可能にしている，と周
(7) 青木昌彦 (1989),p. 36. 
(8) 小池和男 (1990,August), p. 33. 
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知の小池の業績に依存しつつ青木は主張する。わが国企業における職務の曖
昧さや流動性は，職務区分の厳密さや固定性を特徴とする西洋モデルと際だ
つ遮いをなしているとして一般に指摘されるところでもある。
この曖昧で流動的な職務区分を特徴とするわが国作業組織では，規則的な
職務のローテーションを通じて多技能労働者の養成を目的とし，こうして職
場での一連の作業過程の全体的な性質を労働者に教え込む。
「広範な技能に熟練するように養成された労働者は，たとえば欠陥商品
がなぜ増加したかを理解し， またこの状況に対処する手段を見いだ
し，実行し，さらにはさほど大きな外部からの助力を受けることなし
に，問題の再発生を防止するなどということをなしうる。そして生産
物の欠陥が，最終の検査部門により発見されるのでなく，問題が生じ
たところで発見され，改善の手段がただちに取られることが可能とな
る。かくして，半水平的コーディネーションのメカニズムの有効性
(9) 
は，職場の作業組織の技能，判断，協力などに依存することになる」
以上の説明に明らかなように， 日本の生産システムは「現場主義」であ
る。したがって，日本の生産システムの効率に決定的に影響するのは，そこ
で働く労働者の生産へのかかわり方である。労働者各人が，生産の仕組みを
まず十分に理解し，また生産の効率を高めるために絶えず積極的に参加する
こと，という人的要素が効率的生産の必須条件となる。この条件が満たされ
ないとき， 日本企業の生産技術の長所は活かされず，生産効率は損なわれ
る。すなわち，日本の生産システムは，情報の効率性が著しく人的要素の効
率性に依存しているという特徴を持っており，人的要素の効率性いかんが生
産の効率性を規定するのである。
それでは，上でみてきた日本の生産システムは，人的要素の効率化に成功
しているのだろうか。大まかに言えば， 日本企業は人的要素の効率化に成功
しているというのが，近年の日本的経営論の通説であろう。但しこの場合，
人的要素の効率化といっても，これを積極的に評価する論調と消極的に評価
(9) 青木昌彦 (1989),p. 38. 
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する論調とがある。
JI 日本企業とインセンティプ
1. 生産のヒューマンウェア
労働経済学の専門家である島田晴雄は， 日本の技術体系を「人間のはたら
き，とりわけ現場の作業者のはたらきに深く依存した独特な技術休系」「日
(10) 
本型ヒューマンウェア技術」と呼んでいる。それは，働く作業者の働きがす
ぐれていれば高い成果を得られるが，作業者の働きや資質に問題があればシ
ステムの成果が大きく損なわれるという，「人的要素の問題点にきわめて敏
(11) 
感かつ脆弱な性格をもった技術」である。
北米で活動する日本自動車産業の実態を調査・検討した島田は，二つの特
徴を指摘する。一つは，どの企業も業績の面で相当な成果をあげているこ
と。もう一つは，これらの企業の生産や人事管理のやり方が，そこで働く人
々によく受け入れられていること。つまり， 日本的経営は業績的にも人事管
理の面でも成功していると主張する。彼によれば， 日本企業が成功している
のは， 日本の生産技術体系，つまり「人間のはたらき，とりわけ現場の作業
者のはたらきに深く依存した独特な技術体系」「日本型ヒューマンウェア技
術」が優秀だからである。生産の業績は，「労働者の勤労意欲や改善意欲を
(12) 
活用すること」ができるか否かに強く依存しており，伝統的なアメリカ型の
生産方式はこの点に大きな欠陥をもっている。
アメリカ型の特徴は，現場の作業者の自由度を抑え，生産技術者と生産管
理者とが作業標準から具体的な作業方法に至るまで詳細を決めるという，中
央集中管理による大量生産体制にある。それは，「現場の労働者と機械設備
(10) 島田晴雄 (1988),p. 160. 
(11) 同上， p.112.
(12) 同上， p.110.
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（ハードウェア）や生産システム（ソフトウェア）との相互作用を最小にす
るように技術体系が構成されている」「標準化され細分化され，かつ厳密に
集中管理された労働システム」であり，「人間労働が創造的貢献のできる可
能性を封じたシステム」である。それはまた，「労働者の資質がバラバラで
も意欲が低くてもそれによって生産が阻害されたり能率が低下することが最
(13) 
小限に防げるように形づくられた技術体系」である。
この意味でアメリカのシステムは，職務の細分化・限定化と中央からの集
権的管理によって特徴づけられるシステムであり，一般にテイラー主義的，
フォード主義的，あるいはヒエラルキー的システムとも呼ばれている。島田
は，日本と比較すれば，アメリカの生産システムは人的要素に依存しないシ
ステム，すなわち人間を尊重しないシステムであると言う。
これに対して，日本のシステムは，柔軟な職務構造に基づくチームワーク
を核とした硯場重視の，いいかえれば現場に日常業務の意思決定権限の委譲
と責任を与えている。チーム内での頻繁な接触とコミュニケーションによる
メンバー間の情報の共有や問題解決への参加が，高い勤労意欲を生み出すこ
とになる。島田は， アメリカ型が中央からの指令によって特徴づけられる
「情報のプッシュ・システム」だとすれば，それに対して日本型は「情報の
プル・システム」だと言う。
「情報のプル・システムで重要なことは，現場で働く人々が，今，何
が，どれだけ必要とされているかということについて的確な判断をも
ち，それに応じて生産活動の上で適切な対応行動をとれるということ
である。それを促進する具体的なしくみがカンバン方式であるか資材
運搬チームであるかという形態は必ずしも本質的なことではない。中
央から送られてきた情報が，現場の実態にくらべて適切なものである
かどうかの判断なしに，ただ命令にしたがって盲目的に生産活動をす
ることが，しばしば現場で資材や半製品の配給の過不足をもたらし不
効率を生む。これが集中管理による情報のプッシュ方式の欠陥のひと
(13) 同上， pp.110-11.
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つであった。プル・システムでは，現場における人間の判断の役割を
積極的に活用することによってこのムダを省くことに大きな意義があ
(14) 
るのである」
日本の生産システムは現場主義であるため，労働者の改善への参加と責任
感を生み出すインセンティプが特に重要になる。そして，硯場主義は硯場に
頭を返すことを意味しており，テイラー主義的な人間機械視と遮って生産硯
場の創意を汲み上げることによって，労働者の自発性を獲得するのを可能に
した。
アメリカ型の生産システムは，職務記述書によって細かく職務が細分化，
限定化されており，労働者は指図された職務以外は行うことができない。し
たがって，現場の業務的意思決定に隣しても労働者にはその権限も委譲され
ていず，責任もない。このような伝統的なアメリカ型生産システムのトップ
・ダウン方式と対比して，ヒューマンウェアを特徴とする日本の生産システ
ムが労働者にたいするインセンティブの面でも効率がよい，このように島田
は主張する。
2. 人本主義
島田と同じく，日本企業の活力とその成功の本質を人を生かすことだとと
らえながら，伊丹は，もう一歩踏み込んで， 日本は民主化された企業社会＝
人本主義社会をつくりだし，特にこれの労働者に対するインセンティプ面で
の成功が，高い経済効率を促したと言う。
人本主義は三つの要素からなる。従業員主権，情報や意思決定などの共
有，組織的市場がそれである。従業員主権は，株主主権に対して，会社が自
分達のものだとの意識を持たせることによって参加意欲を大きくし，また長
期的で全体的な視野からの意思決定を容易にする。情報や意思決定の共有と
は，情報，意思決定，付加価値を取得する権限が特定の人に集中せず「分散」
(14) 同上， pp.173-74.
「日本的経営論」の一論調（廣瀬） (615)55 
していることを意味する。「トップダウンの経営， 中央集権的な経営， 大き
(15) 
な給料格差，現場における労働者と管理者の身分的とも言える扱いの遮い」
(16) 
に示される一元的シェアリングでない，「硯場に頭を返した」分散シェアリ
ングは，労働者の参加意欲を促し経済効率を高める。組織的市場とは，企業
間取引が短期的利益計算に基づく自由市場の原理でなく，これに組織の原理
が混ぜ合わさったように行われることを意味する。つまり，売り手と買い手
双方が「共同利益の最大化」をめざし，長期的協力関係を結ぶ。これにより
長期的な視野を持つことも可能となり，また「売り手と買い手の間の情報伝
(17) 
達と情報蓄積の効率のよさという大きなメリットもある」
人本主義は「働く人々に，取引先の企業に，参加の意欲をあたえ，協力を
(18) 
促し，長期的視野をもたせ，高い情報効率を誇る」点に良さがある。この良
(19) 
さは，「たんにモノ的に企業を捉えない」ということ，すなわち「安定的な
人びとのネットワークをつくることによって，人と人とのつながりと社会的
な構造にきめのこまかい配慮をすることによって，コミュニケーションと情
(20) 
報のネットワークに目を配ることによって，生まれてくる」
以上述べたように，伊丹の提唱する人本主義によれば，日本企業は人を物
的資源に準じて扱ってきた伝統的資本主義とは遣って，人は情報の処理・蓄
積・創造という企業の重要な要素の主休であり，また企業のエネルギーを生
み出す主休であるとの人間観に立つ。このように，人本主義は，経済効率の
向上のために人の創意を汲み上げることを不可欠とし，これを可能としたシ
ステムだとされる。
島田にしても伊丹にしても， トップ・ダウンの中央集権的な西欧的伝統モ
デルの企業に対して， 日本企業は，ポトム・アップで分権的であるがゆえに
(15) 伊丹敬之 (1987),p. 40. 
(16) 同上， p.90.
(17) 同上， p.95.
(18) 同上， p.99.
(19) 同上， p.52.
(20) 同上， p.99.
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情報効率的かつインセンティプ効率的となり，高い経済効率を達成したとい
う点で主張は一致している。一言でいえば，現場に頭を返したことが成功の
ボイントだと主張している。言葉を換えれば， 日本企業はその民主的な性格
の故に成功したとの主張でもある。はたして日本的経営は島田や伊丹のいう
ように「人間尊重」のシステムなのか，「人間尊重」であるがゆえに高い経
済効率を生みだしたのか，次節ではこの点を検討しよう。
皿 日本的経営の普遍性
1. 自発性と査定
島田にしても伊丹にしてもその強調点はいくぶん遮うが， 日本的経営の先
進性，普遍性を積極的に論じている。伊丹の場合は「情報」と「学習」をキー
ワードにして，日本的経営を情報の相互作用とたえざる学習に力点をおく組
織という普遍的原理（＝普遍性）を持つものだと理解する。この原理は国境
を越えて理解可能であるがゆえに，実行可能性（＝適用）もあるという。し
かし，日本企業の経済効率の優秀さを恩めつつも日本企業内での個人の自由
への制約を強烈に批判したドーアに答えて，伊丹は， ドーアは「現実に日本
(21) 
企業が日本国内で行っている実務のある部分にたいして拒否をしている」の
であって， 日本的経営の原理全体を批判しているのではない，と反論する。
伊丹や島田のように， 日本的経営を欧米モデルと比べて，相対的にだとし
ながらも「人間尊重の経営」だとみなす人々は，日本的経営の負の側面をシ
(21) 伊丹敬之 (1990,June), p. 8. 
ドーアは次のように述べている。「経済効率性は勿論大切である。生産性を上
げるに越したことはない。しかし，私だったら日本の企業の従業員にはなりたい
とは思わない。第一，年に2200時間の労働を会社に捧げるのは後免こうむる。自
分の私生活，家族生活，レジャー生活に対して労働生活を日本と同じ程度優先さ
せなければならないとすればこれはいやだ。（そういう働き蜂の資質がどれだけ
日本企業の競争力に貢献しているかを過小評価してはならないと思う。……）」
(Dore, R. P. (1973), 山之内靖・永易浩一／訳 (1987),序章， pp.9-10.)
「日本的経営論」の一論調（廣瀬） (617)57 
リアスに分析しようとしない。
たとえば，伊丹は， 日本的経営の普遍性について一般的に否定的な見解が
多いが，この普遍性の論議がもっと本格的になされるべきだ，との建設的な
提言をごく最近行っている。しかしながら，そこにおいても人本主義原理の
普遍性の当否それ自体は問うことなく，この原理の「普及のむつかしさ」を
論じるにとどまる普遍性擁護論を展開する。
伊丹によれば，「参加」「協力」「長期的視野」「情報効率」というキーワー
ドで示される人本主義という日本的経営の普逼的原理を普及しようとする際
の障害は三つある。つまり，従来の慣行にとらわれて日本的経営を解釈しが
ちだという「現地の人々の思い込み」，「既得権益」を失うことに対する抵
抗， 日本的経営の「影の部分」を日本的経営全体の特質だと解釈する傾向の
存在である。なかでも第3の障害が「もっともシリアスな障害」だと言う。
伊丹は，労働生活最優先の日本企業に対する先のドーアの批判を念頭にお
きながら，この「影の部分」を日本企業における個人的自由の束縛だととら
えている。だが， この問題を，「日本企業にとって，今後日本国内の経営の
(22) 
あり方を考えるときにも真剣に考えるべき問題だと私も同感する」と言いつ
つも， 日本的経営の本質的なものとしてでなく，部分的問題とみなすのであ
る。要するに，情報効率的でインセンティブ効率的だとされる日本的経営シ
ステムと，労働生活至上主義で働き過ぎという問題は分離し得ると考えてい
るのである。伊丹によれば， 日本的経営の正の面（経済効率を支える要素）と
負の面（伊丹によれば，組織の中の個人の自由と多様性にかかわる問題）とは
(23) 
切り放し得るのである。どうやら今日の日本的経営論を論じる場合の，一つ
の重要なボイントはこの辺にありそうである。すなわち，高い生産効率を生
(24) 
み出す日本的経営の原理を，負の面と切り放し得るのかという論点である。
(22) 伊丹敬之 (1990,June), pp. 8-9. 
(23) 伊丹敬之 (1989,November)を参照のこと。
(24) 青木圭介は，「日本の企業社会の二重構造， 長時間労働， 労働者に対する全人
格的支配など，要するに強搾取の実態にあらゆるものを帰着させようとする見解
は，かえって，労働の部面における人々の多面的な能力の意義と可能性を無視す
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高い情報効率を生み出す日本的経営システムを支えているのは，生産労働
者の多能工的知的熟練であった。島田や伊丹のような日本的経営の正の面を
強調する人々は，日本のシステムを，労働者がこの熟練の獲得と利用を自発
的に行うシステムだと考えている。確かにわが国労働者は，欧米の労働者と
比べて生産の場で起こる問題にたいして自主的に対処する権限をより多く与
えられている。この点をとらえて島田はわが国企業を「人間尊重の経営」と
みなし，わが国労働者の改善や学習への自発性を強調する。だが．人間尊重
の経営だから労働者が自発的に創意を瀕らして働くのだと考えてよいのだろ
うか。日本的経営が労働者の自発性を引き出すインセンティプに優れている
と考えてよいのだろうか。人間尊重の経営であるはずの日本的経営が，わが
国において現実には何故働きすぎやその極限である「過労死」を生み出して
いるのか。わが国労働者が自発的に働きすぎ（働く意欲が高いということと
働きすぎるということとは別問題である）や過労死を選んでいる，とは考え
難い。自発性の他に考えるべき問題があるように思える。
この点については，情報およぴ労働者にたいするインセンティプ面での日
本的経営の先進性という考えを島田や伊丹と共有しながらも，青木昌彦の主
張はいくぶん彼らとトーンを異にする。青木によれば，日本の組織は「各機
能単位が，自立的問題解決と明確なヒエラルキー的指令なしの半水平的コー
ディネーションの権限を委譲されている」「半自立的な部分単位の連合休」
だから，局所的利益が発生する可能性がある。これを防止し，また多能工的
知的熟練（青木の用語法では，半自立的問題解決能力）を養成するために，
わが国においては人事部の役割が，西洋に比べて特に重要視されている。つ
まり，労働者は「人員評価の長期性」と「管轄区分をこえた配転」とを中央
の人事部によって強制されているのである。
ることにつながる」ので，日本的経営が持つ先進的あるいは普逼的側面を積極的
に評価し，日本的経営がフォーディズムを乗り越える可能性を持つことを，近年
の国際論争の検討を通じて論証しようとしている（青木圭介 (1990))。だが，そ
れが成功しているようには思われない。
「日本的経営論」の一論調（廣瀬） (619)59 
「人々は個人的技能にかんする抽象的な尺度により評価されるのでな
く，集団的・半自立的問題解決能力，学習達成度，あるいは他の人と
のコミュニケートする能力などにより評価される。昇進は往々として
他の部門への配転という形式をとる。明らかに管轄区分をこえた人員
の移動は，機能的単位の半水平的コミュニケーションを容易にし，そ
れぞれの単位の部分的利益の発展と追求とを抑制する機能をもってい
る。……日本の組織では••…•情報における分散化への傾向性は，イン
センティブの構造にかんする集中化への傾向により，バランスが取ら
(25) 
れている」
島田や伊丹がほとんど触れないが，生産労働者の知的熟練の獲得にとって
(26) 
は「評価」「査定」が不可欠であり，青木の指摘する中央集権的な人事管理
の存在が枢要である。熊沢誠は次のように述べている。
「＜日本的経営＞においては， その『人間尊重』的なソフトウェア，
『平等と参加』のシステムが，労働生活の細部にわたるきびしい規律
や容放なき異端排除と対になっているということもまた，国内および
(25) 青木昌彦 (1989),p. 64. 
「経済的に有用な現場知識の存在する組織ヒエラルキーの下部レベルに決定権
を委譲するという傾向，および作業単位間の非ヒエラルキー的なコミュニケーシ
ョンに依存する傾向は，条件の許すところではどこでも，世界的規模で顕著な硯
象になりつつあるとみることもできよう」（同上， p.76) 青木はこのように日本
的経営の普逼性について評価する。
その際，青木によれば， 日本企業を効率化している職場の能力，すなわち労働
者の技能は，「組織的文脈においてのみ育ちうるものであり， 集団的にのみ蓄積
されうる」（同上， p.96.)ものである。したがって，この企業に特有な労働者の
技能は集権的な人事管理のもとでのみ養成・獲得可能となる。 とすれば， 先の
「条件の許すところでは」という意味は，「人事管理の集権化という条件のゆる
すところでは」という意味に，つまり，「組合化された英米企業」（同上， p.80.)
が日本化するならばという意味に解釈できるのではないだろうか。詳しくは第5
章を参照のこと。
(26) 小池和男 (1990,August), pp. 35-36. 
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海外の日本企業の労務管理を虚心にみる者にとっては否定しえない命
(27) 
題ではないだろうか」
周知のように，この「労働生活の細部にわたるきびしい規律や容赦なき異
端排除」というのは，「人事考課」のことである。この人事考課すなわち査
定が促進策となって， 日本企業の高い生産効率を支える知的熟練が形成され
ているのである。日本型人事考課・査定システムは，業績評価だけでなく，
専門知識・企画カ・判断力などの港在能力評価や責任感・協調性・規律など
の態度評価を重視した長期にわたる全人格的な評価システムであり，この査
(28) 
定システムによって労働者は企業に半強制的に拘束される。
市場需要の変動にたいして伸縮的ですばやく適応できることを最大のメリ
ットとしている日本のシステムにおいては，労働者の個人的自由を奪い，彼
を長時間企業の意思のもとに拘束することは，システムの効率性にとって不
可欠な条件なのではないだろうか。この意味で，私生活や家族生活を犠牲に
してまで労働生活を最優先せねばならない日本企業の従業員にはなりたくな
ぃ，と述べたドーアの選択は，正しかったと思われる。 ドーアの提起した問
題は，伊丹の言うような部分的問題では決してなく， 日本的経営システムの
根幹にかかわっている問題であろう。長時間労働や私生活の犠牲といった先
進国社会にはそぐわない問題が， 日本国内において改善される見通しが得ら
れないかぎり， 日本的経営の現にもたらしている問題を，その本質的原理と
切り放して部分的なものだととらえることはできない。
2. 欧米労働者の受容
また，国内でも深刻な問題をはらむ日本的経営の問題性を十分に究明する
ことなく，海外日系企業で働く労働者が一定受容しているという事実にのみ
眼を向けて普遍性を論じることはできない。確かに言えることは，欧米労働
(27) 熊沢誠 (1989),p.17. 
(28) 熊沢は，この査定システムこそが「生産のソフトウェアの受容を労働者に「内
面化」させる仕組み」（熊沢誠 (1989),p. 177.)だと言う。
「日本的経営論」の一論調（廣瀬） (621)61 
者の日本的経営受容の土壌は，欧米型経営システムそれ自身が内包する矛盾
への不満である。この矛盾について，丸山恵也は次のように説明する。
「テイラー主義は，労働の目的定立やぐそれに密接に結合した生産にかか
わる知的活動をマネジメントの側に集中するとともに，目的を喪失さ
せられた労働を分業原理によって徹底的に細分化することによって，
生産の効率性を引き上げることを意図した。しかし，このようなテイ
ラー主義は，一方において単純，単調な部分労働化によって労働者の
勤労意欲を低下させてしまうと同時に，他方では労働者の能力を一面
的にしか発展させることができないがゆえに，効率性という観点から
も，矛盾を内包せざるをえなかったといえよう。分業は生産性を上昇
させてきたはきたが，一面化された能力しかもちえない労働者にとっ
ては ME化の進展や多品種生産への対応はいうに及ばず，筒単な機
械のトラプルに対しても柔軟に対応することは不可能であり，また，
極端なまでの職務の細分化と固定化とはシステム的な展開をする ME
(29) 
技術への有効な対応を困難にしていた。」
丸山の指摘するような労働者の勤労意欲の低下と能力の一面化という欠陥
をもつ欧米型経営への不満が，労働者たちに日本的経営を自発的に受け入れ
させる要素であろうし，日本的経営が欧米の多年にわたる沈滞した生産性を
効率化しているという眼前の視実の存在もまた，受容に積極的に貢献してい
るだろう。このような欧米労働者の自発的で好意的な受け入れの状況は，島
(30) 
田などの著作に詳しい。
他方， ヨーロッパに進出している日系企業において，本来は労働者の自発
性と参加に依存するはずの日本的経営の導入が，経営権の制度的確保，監督
者の権限拡大，規律強化などを伴うという逆説が生じている，と熊沢は述べ
(29) 丸山恵也 (1989),pp.190-91. 
(30) 島田晴雄 (1988),特に第 1• 2章，また Wickens,P. (1987), 佐久間賢／監
訳 (1989)などを参照のこと。
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(31) 
る。また，島田自身も， 1987年 GMのヴァンヌィ工場において「GMのヌ
ミナイゼイションが大きな壁にぶつかったとの印象を一般的にも与えること
(32) 
になる事件が起こった」ことを報告している。さらには，日本的経営が労使
(33) 
関係の緊張を強めている事実の報告も数多く見られる。
一方での積極的な受容という事実とともに，他方で受容の限界性の兆しが
見えているという事実の存在は，欧米労働者による日本的経営のこの肯定的
な受容が，今後も続くという保証はないという問題を示唆している。つま
り，日本的経営の受容の状況が一時的なものなのか， それとも永続的なも
の，すなわちその受容は「ほんもの」であるのか，という問題が存在するの
である。欧米労働者は，企業からの相対的自由という伝統的にかちとってき
た既得権益の侵害にまで日本的経営が及ぶに至っても，自発的に日本的経営
を受容するであろうか。先のドーアの選択は，彼一人のみならず将来におけ
る欧米労働者の，この問題にたいする回答となるかもしれない。
おわりに
欧米の企業が生産効率の点で日本の企業に遅れをとったのは，テイラー主
義的あるいはフォード主義的システムとして特徴づけられる欧米型経営シス
テムが内包する，労働者の技能を一面化し創意を生かさないという矛盾によ
るものであり， 日本的経営システムはこれに代わり得るのではないかという
(34) 
論点をめぐる議論が，近年目だっているようである。その経営学版の代表
が，以上に紹介・検討してきた伊丹や島田であった。
(31) 熊沢誠 (1989),p. 99. 
(32) 島田晴雄 (1988),p. 213. 
(33) たとえば，丸山恵也 (1989),p. 199. 
(34) 青木圭介 (1991),青木昌彦・小池和男・中谷巌 (1986)などを参照のこと。
また，イギリスにおける日本的経営の評価をめぐる近年の議論については，青木
圭介 (1990,February)を見られたい。
「日本的経営論」の一論調（廣瀬） (623)63 
彼らは， 日本的経営の「民主性」や「人間尊重性」を楽観視するが，既述
のように，その主張は問題含みであった。日本的経営が先進性や普遍性をも
つかどうかの議論は，伊丹が提唱するように，今後一層進めて行かねばなら
ない。だが，その場合，日本企業の経営に生じている問題性を虚心に見るこ
とが重要である。長時間労働，過労死，労使関係の緊張という問題が提起さ
れている以上，アプリオリに日本的経営のメリットをデメリットよりも大き
いとみなしメリットを強調するのではなくて，これらを日本的経営の本質的
要素とかかわらせて真剣に分析しなければならない。
今後の展開を待たなければならないが，日本的経営が先進性・普遍性をも
つと胸を張って言えるためには，長時間労働や私生活の犠牲といった問題に
かんするわが国それ自体における展望が，少なくとも示されねばならないで
あろう。
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